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　少年司法の改革は、単に日本のみならずアメリカに
おいても急速に変転している。とくに1960年代におい
てゴールト判決およびケント判決等において、少年司
法にデユー・プロセス導入を主題とした判決が出てい
らい、アメリカ各州の少年裁判所法が伝統的な少年法
の基本理念であるパレンス・バトリエ（国親思想）に
対する修正を余儀なくされ、それに代替する原理とし
て「ジャスト・システム」原理を導入するに及んで、
少年法自体の本質にかかわる問題を提起するにいたっ
た。
　具体的には、デユー・プロセスの確立とともに、日
本での「ぐ犯」に相当するstatus　crimeを少年非行
の範疇から排除するなどの変革が相次いでいる。しか
し、ここに至りその後の実務において再び少年法の基
本原理に論議がもどりつつある。それはアメリカにお
ける少年非行の1960年代における激増時代から、近年
においては、ある意味では停滞の時代に変化したこと
とも連動している。
　本研究においては、主として典型的なものとして、
1974年のJuvenile　Justice　and　Delinquency
Prevenion　Act（連邦政府）およびワシントン州にお
ける1974年少年法と1981年法等の改革とその後の変遷
を追跡し、アメリカの少年司法改革の全容を、これら
の分析を通じ明らかとするものである。それは以前に
実施したニューヨーク州における同趣旨の研究（菊
田・山田「青少年犯罪者の司法処理」明大社会科学研
究所紀要第34巻1号所収）と一体をなすものである。
　もとより本研究は、日本の少年法および少年法改正
問題を視野に入れたものであって、本研究は日本の少
年法問題に対する提言を主眼とするものである。現行
少年法は、偶然とはいえ、日本国憲法の制定と、その
後の改正問題等において運命を共有している。少年法
は、敗戦の日本における憲法にも匹敵する貴重な法で
ある。その少年法の改正が安易になされてはならな
い。しかし、改正問題は、アメリカの動きと連動して
いる。ここにおいてアメリカにおける少年法の改正
と、さらに、より重要なのはその後のアメリカの動き
である。その本質を理解することなく日本の少年法改
正を急ぐことがあってはならない。ここにアメリカの
動きを通じ、日本の改正の動きに一種の警報を告げる
ことが研究者としての使命でもある。
　日本では、少年法改正問題は、頻発する少年犯罪が
提起する問題、たとえば非行少年の顔写真の報道問
題、被害者の権利の主張、憲法問題にもかかわる少年
の人権問題等、いずれも緊急を要する問題が山積して
いるし、少年法の改正も具体化している。この時期に
おいて、現行少年法に強い影響をもつアメリカにおけ
る上述の研究成果が重要な役割を果たすものと考え
る。
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